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1．案件名

「カンボジア国 地域における母子保健サービス向上プロジェクト」

2．協力概要

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述

カンボジア国の保健セクターにおいては、地方部の熟練助産者（Skilled Birth Attendant: SBA、医
師、助産師、助産に関わる看護士を含む）の数および技術力の不足が緊急的な課題となっている。こ
の課題に対処するため、とくにヘルスセンター（HC）の助産師を中心とするSBAに対して、保健行政
からの支援やコミュニティとの協働を強化することで、SBAを支援するチームワークを強化し、母子
保健サービスを向上することが求められている。

本プロジェクトは、SBAによる地域の安全な妊娠・出産・新生児ケアを効果的に支援する保健行政の
支援モデル、コミュニティとの協働モデルを形成し、そのモデルを政策レベルに対してフィードバッ
クし、国家プログラムに反映させることを目的とする。

（2）協力期間

2007年1月～2009年12月（3年間）

（3）協力総額（日本側）

2.3億円（予定）

（4）協力相手先機関

カンボジア国保健省

（5）国内協力機関

国立国際医療センター

（6）裨益対象者及び規模、等

直接裨益者：
a. 中央レベル：保健省、国立母子保健センター（NMCHC）のスタッフ（約1,000人）
b. 地方レベル：コンポンチャム州の保健行政官、保健医療従事者（約1,200人）

モデルサイト（＊）住民（とくに妊娠可能年齢の女性および新生児・乳児：各約15,000
人）

間接裨益者：カンボジア全土の妊娠可能年齢の女性及び新生児・乳児（各約45万人）
（＊）本プロジェクトにおいては、カンボジア全国を対象とするが、モデルサイトとして、プロジェクト開始後にコンポン
チャム州内より3から4つの保健行政区（OD）を選定することとする。

3．協力の必要性・位置付け

（1）カンボジア国母子保健の現状・課題

「第一次社会経済開発計画1996～2000」（SEDPⅠ）では保健医療セクターの強化が重要課題とし
てあげられ、「保健セクター戦略計画」（HSP：Health Sector Strategic Plan 2003～2007）、
「保健セクター支援プロジェクト」（HSSP: Health Sector Support Project 2003～2007）などで



女性や子どもを対象にした母子保健分野は優先的な活動分野になっている。

保健医療の全般的な水準は過去10年間にかなり改善してきており、母子保健についても1999年に
125/1,000出生だった乳児死亡率（IMR）が、2005年には65/1,000出生となった。他方、妊産婦
死亡比（MMR）は依然として高く、助産師不足や保健医療へのアクセスに関する地域格差が大きいこ
となど、改善すべき点は多い。

表 カンボジアMDGの主な保健関連数値目標

 
1998年
実績値

2005年 2015年
目標目標値 実績値

5歳未満児死亡率（出生1000対） 124 105 83 65

乳児死亡率（出生1000対） 95 75 65 50

妊産婦死亡率（出生10万対） 437(＊1) 343 473 140

合計特殊出生率 4 3.8 3.4 3.0

専門技能者による介助分娩比率(％) 32（＊2） 60 43.8 80

避妊普及率(％) 18.5（＊2） 30 27 60

産前検診参加（2回以上）者比率(％) 30.5（＊2） 60 47 90

出典：Demographic Health Survey 2005（＊1）：1997年実績値、（＊2）：2000年実績値

特に、地方における助産師の不足は深刻化しており、17.5％のHCに助産師が配置されず、今後5年間
で定年退職を迎える助産師が全体の3割を越えることから、早急な対策が求められている。准助産師
の速成コース（1年）が2006年1月から開始されているが、実際に卒後にどの程度の質の母子保健
サービスが提供できるかは未知数であり、行政、コミュニティなど多方面からの支援が必要になって
くる。とくに改善すべき課題は、次の通りである。

1. 州保健局（PHD）/ODによるSBAへの支援体制の強化
2. 地域コミュニティとヘルスセンターなどのSBAとの連携強化
3. 地域のニーズに合致したNMCHC研修プログラムの改善
4. 母子保健プログラムに関する計画立案能力強化と保健行政強化

（2）母子保健に関するJICAの現在までの協力

日本政府は1992年3月から3年間にわたり、カンボジア保健省に医療アドバイザーを派遣し、他機関
からの支援が少ない母子保健分野での技術協力と無償資金協力による新しい国立母子保健センター
（NMCHC）施設の建設を決定した。これを受けて同センターの管理・運営能力、研修活動、診断・治
療水準の向上を目的とする「母子保健プロジェクト（フェーズ1）」が1995年から2000年に実施さ
れ、1997年4月には無償資金協力によりNMCHCが建設された。

フェーズ1の協力によりNMCHCの運営管理能力が向上し、その成果が高く評価された。しか
し、NMCHCを拠点とし、人材育成を中心とした母子保健政策を全国展開していくには、さらに支援が
必須であったため、新たに母子保健改善のための地方における人材育成強化をプロジェクト目標とし
たフェーズ2の協力が、2000年4月より5年間の協力期間で実施された。

フェーズ2の終了時には、地方における母子保健分野の人材育成に関し一定の成果が確認された
が、NMCHCを拠点とした活動の地方展開については自ずと限界があり、地域レベルでの母子保健サー
ビス強化を行うためには人材育成に加え、地方の保健行政やサービスの改善を地域レベルで行ってい
くことが重要であると認識された。また、HIV母子感染予防（PMTCT）に関する施策の脆弱さが指摘
された。

このような背景のもと、今後地域レベルでの母子保健サービス強化に向けてどのように取り組むか、
今後の政策内容の見直しも必要な時期に来ているとの認識から、2006年5月より開発調査「母子保健
向上のための調査」が開始され、今後の母子保健向上のための提言および具体的な活動計画について



策定することとした。本プロジェクトの詳細計画についても上記開発調査の内容をふまえて策定する
とともに、同調査の結果をプロジェクトの活動内容に反映させることを予定している。

4．協力の枠組み

〔主な項目〕

（1）協力の目標（アウトカム）

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

1. プロジェクト目標
モデル・サイトの妊娠・出産・新生児ケアサービスが向上し、それが地域モデル（行政による支
援モデルとコミュニティの協働モデル）として国家プログラムに反映される

2. 指標・目標値
モデル・サイトにおいて登録された出産数
モデル・サイトにおける熟練助産者（SBA）による出産介助の数
モデル・サイトにおけるSBAによる妊産婦健診の数
プロジェクトの経験が国家プログラムに反映された数

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値

1. 上位目標
カンボジアにおけるSBAによる質の高い妊娠・出産・新生児ケアサービスの利用が増加する

2. 指標・目標値
SBAの立会いによる出産の割合
妊産婦健診受診数と率

（2）成果（アウトプット）および活動、指標

［成果1］ヘルスセンター（HC）に配置されるSBAを支援するためのチームワークが向上する

［活動］

0‐1 コンポンチャム州のモデル・サイトとなるODを選定するために現状をレビューする

0‐2 モデル・サイトを選定する

1‐1 全国のモニタリング方法のレビュー（活動2‐1）とモデル・サイトにおける関係者分析（活動
3‐2）との結果をもとに、NMCHCがチームワーク強化研修カリキュラムを作成する

1‐2 研修実施体制を整える

1‐3 モデル・サイトにおいて母子保健サービス強化をチームで取り組むための研修をSBA並び関係者
（PHD/RTC/OD/RH/HC）を対象に実施する

1‐4 PMTCTを含んだ技術面の研修内容を改善し、PHD/RTC/ODレベルにおいて実施する

1‐5 成果をモニタリングするため、モデル・サイトにおいてフォローアップワークショップを行う

［指標］

1‐1 作成された研修カリキュラムとそれに基づいて実施された研修の数が増加する

1‐2 研修後に作成されたアクションプランの数が増加する

［成果2］SBA活動を円滑にするための保健行政（PHD/OD）による支援モデルを策定する

［活動］

2‐1 PHD/RTC/ODによるHC/RH所属のSBAに対する支援方法（モニタリング方法と現存するチェッ



クリスト）をレビューする

2‐2 レビューの結果を活動1‐1の研修カリキュラムに反映させる

2‐3 研修後にチェックリストなどを活用し、PHD/ODによるHC/RHのSBAsへの支援を強化する

2‐4 PHD/ODによるモニタリングに対するNMCHCの支援を強化する

2‐5 PHD/RTC/ODによるHC/RHのSBAに対する支援ガイドラインを作成する

［指標］

2‐1 PHD/ODによるチェックリストの活用状況が改善される

2‐2 SBAが認識するモニタリング内容・質が向上する

2‐3 PHD/地方看護学校（RTC）/ODによるHC/RHのSBA支援ガイドラインが作成される

［成果3］地域コミュニティにおける母子保健向上のための協働モデルを策定する

［活動］

3‐1 全国においてコミュニティ・レベルのグッド・プラクティスをレビューする

3‐2 選定されたモデル・サイトにおける関係者分析を行う

3‐3 関係者分析の内容を活動1‐1の研修カリキュラムに反映させる

3‐4 研修後のHCスタッフを中心とし、母子保健のコミュニティ活動を強化する

3‐5 HCスタッフとコミュニティによる協働モデルを検証し、モニターする

3‐6 協働モデルの事例集を作成する

3‐7 モデル・サイトの経験を共有するワークショップを実施する

［指標］

3‐1 コミュニティ（伝統的産婆／保健ボランティア）とHCスタッフの関係性が改善する

3‐2 コミュニティとHCスタッフの協働により新しく生まれた活動の数が増加する

3‐3 協働モデル事例集が作成される

［成果4］NMCHCが地域の実情を把握し、国家プログラムに反映させる

［活動］

4‐1 母子保健関連ワーキンググループの活動に参加する

4‐2 プロジェクトの活動に関して母子保健関係者に報告する

4‐3 妊産婦死亡・疾病に関する情報を収集する

4‐4 プロジェクトで作成したガイドライン及び事例集を認定・配布する

4‐4 SBA支援に関するセミナー会議を開催する

［指標］

4‐1 母子保健関係者に対する進捗・成果報告数が増加する

4‐2 プロジェクトの経験を活かしたNMCHCのプロトコル等の変更数が増加する

4‐3 ガイドラインと事例集が認定される

4‐4 国家プログラムにより把握された妊産婦の死亡・疾病に関する情報の量と質が向上する

（3）投入（インプット）



1）日本側（総額2.3億円（予定））

1. 専門家：
a）長期専門家：チーフアドバイザー、地域保健、業務調整／研修マネジメント
b）短期専門家：地域保健活動評価、研修計画、助産ケア、新生児ケア、疫学、他

2. カウンターパート研修：本邦研修（年間3名程度×2年）、技術交換（年間7名程度）
3. 機材供与（研修用機材、パソコン等事務機器他）
4. 在外事業強化費（研修実施経費、現地コンサルタント活用費他）

2）カンボジア国側

1. カウンターパート
2. カウンターパート経費
3. プロジェクト事務所スペース、電気代

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

国の保健政策が大幅に変更しない

5．評価5項目による評価結果

以下の視点から評価した結果、本プロジェクトの実施は適当と判断される。

（1）妥当性

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断される。

1）カンボジア国における政策面での妥当性

国家開発戦略計画（NSDP:National Strategic Development Plan）において、保健セクターは
重要セクターとなっており、中でも母子保健分野は、2003年のカンボジア・ミレニアム開発目
標（MDG）5の指標8において妊産婦死亡率（MMR）の削減が重要目標となっている他、保健セ
クター戦略計画（HSP：Health Sector Strategic Plan 2003～2007）に助産師強化（人数・
質）の必要性が緊急課題としてあげられている。
国家リプロダクティブヘルス戦略（National Strategy for Reproductive and Sexual Health in
Cambodia）（2006～2010）には、質の高いリプロダクティブヘルスサービスへのアクセス向
上のために、SBAの立会いによる分娩の増加を推奨している。

2）現場ニーズから見た妥当性

2005年に行われた人口保健調査（DHS: Demographic Health Survey）では、都市部と農村地
域の保健医療に対するアクセスに大きな格差があることが指摘された。医師の人数は周辺諸国並
に増加して来たが、その5割以上がプノンペンなどの都市部に集中している。
母子保健に関しては、助産師不足が深刻で、農村地域では今も伝統的産婆が分娩を行っている。
妊産婦死亡率が高い原因のひとつに、近代的教育を受けていない伝統的産婆による出産介助や産
後ケアの誤解があげられており、早急な対策が望まれている。
本プロジェクトでは、こうした状況のもとHCに配置されている助産師が地域で活動しやすい体
勢を整えることを目標にしている。助産師を取り巻く課題解決のためには、保健行政の支援とコ
ミュニティの協力が必要であるということが事前評価調査におけるワークショップや開発調査の
途中報告において確認されている。

3）我が国における援助政策面での妥当性

日本の対カンボジア国別援助計画の重点分野の一つに保健医療分野を含む社会的弱者支援があげられ
ている。JICAの対カンボジア国別事業実施計画においても、保健医療の充実を含む社会セクター開発
が援助重点分野として掲げられており、中でも本案件はMDG達成に直接貢献する案件としてMDG課題
対策プログラムに位置づけられる。



保健医療分野は、このような日本のカンボジア支援の方針に沿ったものであり、持続性と自立性
を担保しながら社会的弱者を支援するという点に配慮した本プロジェクトは、日本の援助政策に
合致している。

（2）有効性

本プロジェクトは以下の理由から高い有効性が見込まれる。

1）プロジェクト目標と成果の関係

本プロジェクトの実施により、HCに配置されるSBAを支援するためのチームワークが向上し
（成果1）、さらにそれを支援するための保健行政によるガイドラインの策定（成果2）、なら
びにコミュニティとの協働モデル（成果3）が策定され、そうしたモデルが国家プログラムに反
映される（成果4）ことで、プロジェクト目標であるモデルサイトの妊娠・出産・新生児ケア
サービスの向上が見込まれるとともに、それが地域モデルとして国家プログラムに反映されると
いう目標の達成が見込まれる。

2）プロジェクト目標の達成可能性

母子保健分野については既に母子保健プロジェクト（フェーズ1・2）における実績があり、保
健省との関係も良好であること、また、本プロジェクトにおいては、州保健局だけでなく保健省
およびNMCHCとともに各活動を実施することから、本プロジェクトで実施した活動とその成果
を、随時政策レベルにフィードバックすることができる。母子保健関連の国家プログラムの責任
者は、NMCHCのセンター長であり、本プロジェクトのProject Managerでもあることから、プ
ロジェクトの成果の国家プログラムへの反映は十分に期待出来る。

（3）効率性

本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が期待できる。

1）既存ネットワークの活用

前述のように、本プロジェクトの主要なカウンターパートとなる保健省、NMCHCについてはこ
れまでの日本の支援を通して構築された信頼関係・ネットワークを活用することができる。ま
た、コンポンチャム州についても開発調査のフィールド詳細調査対象州となっていたことから、
すでに友好な関係が構築されつつある。こうした既存のネットワークを活用することで、本プロ
ジェクトの効率的な活動実施が可能である。

2）開発調査の活用

本プロジェクトの計画は、2006年5月から2007年4月まで実施中の開発調査「母子保健向上の
ための調査」の進捗状況や中間報告を参考にして設計されている。同開発調査のフィールド調査
対象地域は本プロジェクトの対象地域と同じコンポンチャム州であるので、州に関する保健指標
やその他の調査結果は開発調査の結果を活用でき、本プロジェクトの効率的な実施が可能とな
る。

（4）インパクト

本プロジェクトのインパクトは以下のとおり想定される。

1）上位目標に貢献するプラス・インパクト

保健省ならびに国立母子保健センターに関する日本のこれまでの協力は、母子保健分野の国家プ
ログラムの運営ならびに人材育成に貢献したとして、保健省ならびに他ドナーからも高く評価さ
れ、信頼関係が醸成されている。本プロジェクトにおいて進捗および成果は定期的に中央レベル
にフィードバックされ、国家プログラムへ反映されることが見込まれている。国家プログラムに
実践可能な地域活動のモデルが組み込まれることにより、上位目標である全国でのSBAによる質
の高い妊娠・出産・新生児ケアサービスの利用の増加が期待できる。



（5）自立発展性

本プロジェクトによる効果は、以下のとおりカンボジア政府によりプロジェクト終了後も継続される
ものと見込まれる。

1）組織／制度面

中央政府（保健省幹部）を巻き込んで情報を共有しているため、活動成果を政策に反映すること
ができる。
中央から地方への組織的な支援に関するモデルを策定しガイドライン化することにより、制度的
に保健行政の仕組みとして課題に対処していくプロセスを組み込むこととなり、協力終了後の自
立発展に寄与することが期待される。

2）技術面

NMCHCは技術カリキュラムを見直しながら引き続き助産師への卒後研修を継続する予定であ
る。また、プロジェクトを通して卒前教育を担う地方看護学校（RTC）やリファラル病院との技
術交流も促進されるので、触発し合った技術向上が期待出来る。

3）財政面

保健医療分野は国際的なドナーからの支援に依存している。地域や分野ごとにドナーの支援活動
が展開し、その実施方法が様々であることから、国家としての保健医療サービスの標準化はしば
らくは実現が難しい状況である。本プロジェクトは、将来的に保健省の自助努力により一律の
サービスを提供していくことを念頭に、ガイドラインやモデル策定において、母子保健サービス
強化をいかに低コストで実現するかという点に留意することから、活動コストは最小限に抑えた
ものになる。こうした最小コスト・モデルから教訓を得て、財政的に自立出来る保健行政を目指
すこととしている。

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

本プロジェクトは、貧困層の多い農村部における母子保健サービスの向上をめざすものであり、
貧困層への配慮を重視する。
妊産婦ケアは弱者としての女性への配慮という観点からジェンダーへの配慮も行うものである。
とくに農村部では、女性の役割や行動規範等に関する伝統・習慣が残っており、妊産婦は出産に
関する前近代的な伝統・習慣に縛られるケースが多い。地域コミュニティにおける活動の際に
は、こうした点にも留意し、ジェンダーの視点もフォローしながら活動を進める。

7．過去の類似案件からの教訓の活用

2005年3月に終了した「カンボジア国母子保健プロジェクト（フェーズ2）」の終了時評価にお
いては、相手国のイニシアティブやオーナーシップを尊重し、彼らの本来業務や彼らが問題であ
ると認識している事業を支援する姿勢をプロジェクトの計画段階から示すことの重要性を指摘し
ている。また、保健省やドナー機関との密な情報共有と連携が重要であると指摘している。
本プロジェクトにおいては、上記教訓を生かし、ワークショップや協議を通じて計画段階からカ
ンボジア側の問題意識、オーナーシップを重視して計画している。また、成果4において、母子
保健に関連するテクニカルワーキンググループへの定期的な参加とプロジェクト活動に関する報
告を予定しており、保健省や関連ドナーとの密な情報共有と連携をプロジェクトの活動に組み込
んでいる。

8．今後の評価計画

終了時評価調査：2009年6月頃


